第１号様式（第７条関係）
[bookmark: _Hlk176786031][bookmark: _Hlk176786120]　　年　　月　　日

（宛先）蒲郡市長　様
　　　　　　　　　　　　　     申請者　住所　

氏名

電話番号　

蒲郡市結婚新生活支援補助金交付申請書兼実績報告書

蒲郡市結婚新生活支援補助金の交付を受けたいので、蒲郡市結婚新生活支援補助金交付要綱第７条第１項に基づき、下記のとおり申請及び実績を報告します。

※該当する□に✓を記入： □婚姻に基づく申請 ／ □パートナーシップ宣誓に基づく申請
	区　分
	氏　　名
	生年月日
	婚姻時又はパートナーシップ宣誓届出時の年齢

	申　請　者
	
	　年　　月　　日
	歳

	配偶者又はパートナー
	
	年　　月　　日
	歳

	婚姻届提出日又は
パートナーシップ宣誓届出日
	年　　　　　月　　　　　日

	新居に住民票を定めた日
	申請者：
	年　　　　月　　　　日

	
	配偶者又はパートナー：
	年　　　　月　　　　日

	世帯の合計所得金額
	申請者
	所得額
	円
	奨学金返済額を差し引いた
世帯の合計所得金額

	
	
	奨学金返済額
	円
	

	
	配偶者
又は
パートナー
	所得額
	円
	円

	
	
	奨学金返済額
	円
	

	補助対象経費内訳
	□
□
	住宅取得費用
リフォーム費用
	契約締結年月日
	　　　年　　　　月　　　　日

	
	
	
	契約金額
	円　

	
	
	
	支払済額（Ａ）
	円　

	
	□
	住宅賃借費用
	契約締結年月日
	　　　年　　　　月　　　　日

	
	
	
	家賃（ａ）
	月額　　　　　　　　　　　　　円　

	
	
	
	住宅手当（ｂ）　※１
	月額　　　　　　　　　　　　  円 

	
	
	
	実質家賃負担額（Ｂ）
	月額（ａ－ｂ）　　　　　　円×　　か月分
＝　　　　　　　　　　　　円

	
	引越費用
	引越年月日
	　　　年　　　　月　　　　日

	
	
	支払済額（Ｃ）
	円　

	
	合計（Ｄ）：　Ａ又はＢ　＋Ｃ
	円　

	補助金申請額　※（Ｄ）と次の金額を比較して、少ない方の金額を記入（1,000円未満切り捨て）
　Ａ＋Ｃの場合で、夫婦29歳以下の場合：60万円
　Ａ＋Ｃの場合で、夫婦39歳以下の場合：30万円
　Ｂ＋Ｃの場合：10万円
	　
	,000円　

	[bookmark: _Hlk135932489]
同意及び
確認

※該当する
□に✓を記入
	【申請者本人】
□　本補助金の交付申請の審査に必要な範囲において、市が住民基本台帳の閲覧、市税の収納状況及び市税所得情報を確認することに同意します。
□　市税について、過年度分を含め滞納はありません。
□　過去に補助金（類似する他の市町村（特別区、一部事務組合、広域連合等を含む。）の補助金等を含む。）の交付を受けていません。
□　補助金の交付を受けようとする経費について、公的制度による補助を受けていません（家賃補助や住宅取得・リフォーム工事に係る国の補助金を含む。）。
□　申請内容に虚偽又は不正があった場合は、速やかに本補助金を返還します。
□　蒲郡市に引き続き住み続ける意思があります。
□　蒲郡市暴力団排除条例第２条第１号及び第２号の規定に該当する者ではありません。
□　本補助金の交付状況に関して国や他の自治体等から照会があった場合、必要に応じて住所や氏名等の個人情報を蒲郡市から提供することに同意します。
【 住宅賃借費用の申請で住宅手当（表面※１）に該当しない場合 】
□　勤務先から住宅手当を受給していません。
申請者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（旧姓）　　　　　　　　　
（※）本人が手書きしない場合は、記名押印してください。

	
	【配偶者またはパートナー】
□　本補助金の交付申請の審査に必要な範囲において、市が住民基本台帳の閲覧、市税の収納状況及び市税所得情報を確認することに同意します。
□　市税について、過年度分を含め滞納はありません。
□　過去に補助金（類似する他の市町村（特別区、一部事務組合、広域連合等を含む。）の補助金等を含む。）の交付を受けていません。
□　補助金の交付を受けようとする経費について、公的制度による補助を受けていません（家賃補助や住宅取得・リフォーム工事に係る国の補助金を含む。）。
□　申請内容に虚偽又は不正があった場合は、速やかに本補助金を返還します。
□　蒲郡市に引き続き住み続ける意思があります。
□　蒲郡市暴力団排除条例第２条第１号及び第２号の規定に該当する者ではありません。
□　本補助金の交付状況に関して国や他の自治体等から照会があった場合、必要に応じて住所や氏名等の個人情報を蒲郡市から提供することに同意します。
【 住宅賃借費用の申請で住宅手当（表面※１）に該当しない場合 】
□　勤務先から住宅手当を受給していません。
配偶者又は
パートナー氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　（旧姓）　　　　　　　　　
（※）本人が手書きしない場合は、記名押印してください。

	
	

	婚姻された方は、こちらの欄もご記入ください。
	
	受講方法
※どちらかに
○を付ける
	講座種別　※下記のうち受講した講座に○を付けてください。

	
	
	
	ライフデザイン
支援講座
	プレコンセプションケアに関する講座
	医療機関への妊娠・出産に関する相談
	共家事・共育て講座

	
	申請者
	対面
ＷＥＢ
	
	
	
	

	
	配偶者
	対面
ＷＥＢ
	
	
	
	



